再々評価調書
１事業概要

	事業名
	大阪外環状線（東大阪市）連続立体交差事業

	担当部署
	都市整備部　交通道路室　都市交通課　連立・鉄軌道グループ

	事業箇所
	東大阪市永和１丁目～衣摺５丁目

	再々評価理由
	再評価後５年が経過した時点で継続中

	目的
	本路線は「大阪外環状線計画」における城東貨物線の旅客化や「東大阪新都心整備計画」等によるまちの活性化に伴い発生が予測される交通混雑を鉄道の高架化により解消し、また、地域の生活環境及び利便性の向上を図るため、側道の整備を行い、周辺市街地の一体化を図ることなどを目的とした事業である。

	内容
	鉄道の高架化及び側道の整備　※平成２０年３月高架化完了済み
事業延長：２．２㎞

高架化される駅：長瀬駅【新駅】

踏切除却数：１１箇所

	事業費

（　）内の数値は
再評価時点のもの
	全体事業費：約１６４億円（約１６４億円）　　　　工事費内訳
（内訳）調査費：約８億円（約８億円）　　　　　　　　鉄道高架化工事：約１２９億円

　　　  用地費：約２３億円（約２３億円）　　　　　　側道工事　　　：約４億円

　      工事費：約１３３億円（約１３３億円）　　　　合　計　　　　：約１３３億円
（負担割合）国：約４７億　府：約３１億円　市：約１６億円　外環鉄道㈱：約７０億円

	事業費の変更理由
	【事業費変動要因の状況】

―
【他事業者との協議状況】
―

	維持管理費
	・鉄道施設は鉄道事業者において維持管理を行う。

・側道は東大阪市において維持管理を行う。


２事業の必要性等に関する視点
	
	【計画時点S58】
	【再々評価時点H19】
	【再々評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業を巡る社会経済情勢等の変化
	(鉄道の運行状況)

旅客線開業時想定

列車本数　約140本/日

遮断時間　約2.68時間/日

(踏切交通量の状況)

蛇草第一: 5,629台/日

蛇草第二: 1,071台/日
北八尾街道:17,879台/日

柏　　田: 3,125台/日

衣　　摺:12,223台/日

衣摺第五:12,951台/日
合    計:52,878台/日
	（鉄道の運行状況）

旅客線開業時想定
列車本数　約140本/日

遮断時間　約2.68時間/日

（踏切交通量の状況）

蛇草第一: 5,481台/日

蛇草第二: 1,378台/日
北八尾街道:17,383台/日

柏　　田: 3,258台/日

衣　　摺:13,563台/日

衣摺第五:11,502台/日
合   計:52,565台/日
	（鉄道の運行状況）

列車本数　142本/日

平成20年3月に高架化完了により踏切除却済
	　　　―

	地元等の

協力体制等
	・地元市である東大阪市に地元調整、関連側道の用地買収及び整備を委託する。

	　　　―

	
	【計画時点S58】
	【再々評価時点H19】
	【再々評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	計画時点では費用便益分析の手法が確立されておらず、算出できず。
	B/C:2.13

B（便益）:274.9億円

・移動時間短縮便益:185.4億円
・走行経費減少便益:89.5億円

・交通事故減少便益:  0億円

C（費用）:128.8億円

・建設費:128.8億円

・維持管理費:0億円
大阪府連立協議会における独自手法により算出。
※平成14年度の再評価時との比較のため、同様の手法を用いて算出。
	B/C:4.03
B（便益）:444.8億円

・移動時間短縮便益:452.5億円
・走行経費減少便益:-4.7億円

・交通事故減少便益:-3.0

億円

C（費用）:110.5億円

・建設費:109.5億円

・維持管理費:1.0億円

国土交通省「連続立体交差事業の費用便益分析マニュアル」（平成20年11月）により算出。
	府独自手法から、国土交通省マニュアルによる算出に切替えたため。

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	・踏切除却により踏切事故が解消される。

・踏切除却及び渋滞緩和により緊急車両の通行が容易になる。

・駅及びその周辺施設の整備にあわせバリアフリー化が促進される。

・鉄道の高架化により市街地の分断が解消され、高架下の活用も可能になり、駅前周辺の街づくりを一体的に進めることにより駅前広場や駅周辺の道路整備が促進され、交通結節機能が向上し、地域の活性化が図られる。

・鉄道高架化により騒音の改善が図れる。

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	1 昭和５８年度

	1 昭和５８年度

2 平成１１年度

3 平成２１年度
	1 昭和５８年度

2 平成１１年度

3 平成２６年度
	平成20年3月に高架化完了しているが、側道部分において、買収予定地の地権者の死去等により、用地買収の遅れが生じたため。


	＜進捗状況＞
	―
	・全体７９％

（１２９億円／１６４億円）

・用地８３％

（１９億円／２３億円）

・工事７６％

（１０２億円／１３３億円）
	・全体９８％

（１６１億円／１６４億円）

・用地９１％

（２１億円／２３億円）

・工事９９％

（１３２億円／１３３億円）
	―

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	都心部の混雑緩和、地域の生活環境および利便性の向上を図るため、鉄道の高架化や鉄道高架沿いの関連側道を整備することを目的としており、必要性については変化がないため継続する。



３事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	平成20年3月に高架化完了し踏切遮断が解消している。
側道部分に係る買収予定地２箇所うち、１箇所は収用手続きの審理中断があったが再開されたこと、もう１箇所は地権者の同意が概ね得られていることから、平成26年度に工事完了が見込まれているため、継続する。


４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	平成20年3月に高架化完了しており、コスト縮減や代替案立案の余地はない。


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・列車の走行に伴う騒音・振動を低減させるため、高架橋の高欄は遮音性の高い鉄筋コンクリート構造とする等、環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全対策に配慮している。

・既成市街地における既存の鉄道の立体交差事業であり、新たに自然環境に与える影響はほとんどない。


	前回評価時の意見具申と府の対応
	―

	その他
	・大阪府都市基盤整備中期計画（案）改定版（平成２４年３月策定）
・大阪外環状線鉄道計画（運輸政策審議会答申第１０号）


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○継続
＜判断の理由＞

平成20年3月に高架化完了し踏切遮断が解消している。

側道部分についても、平成２６年度に工事完了が見込まれており、必要性にも変化はないことから、継続する。


